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 この図は経済地理学の歴史と系譜を表したものである。経済地理学とは、経済現象の地域
性に着目し経済地域の連関と構造を解明する学問であるが、その経済学的要素と地理学的要
素の配分については海外と日本で異なる様相を見せている。海外では、ドイツ立地論に端を
発し、新古典派経済学の要素が強い系譜と地理学が強い系譜の二系譜が対立・不干渉の形で
発展してきた。新古典派経済学系譜の経済地理学としては、アイザードの都市経済学から、近
年ではクルーグマンの空間経済学へと発展をみせており、地理学系譜の経済地理学としては、
企業の地理学などから、近年では批判地理学などへと発展をみせている。一方の日本では、同
じくドイツ立地論に端を発し、経済学に基づく色が強い中で、マルクス主義経済学に基づく
経済地理学と近代経済学に基づく経済地理学との間で対立してきた。前者の中でもいくつか
に分類されるが、地域的不均等論や地域構造論、ハーヴェイの資本循環論などの理論につな
がっている。後者は空間経済学へと発展をみせている。 
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 この図は、都市地代論に基づく都市の土地利用に関する分類図である。この図は、チューネ
ンの農業立地論に基づいて作られている。そもそも農業立地論は、大都市を中心とした豊度
が一定の均質空間を前提として、都市からの距離に応じた農業経営方式の配列を、地代線の
交差を利用して考えたものである。ここでは、市場を点、立地を面として捉えている。作物の
費用は生産費と輸送費の和によって表され、輸送費が可変費用であるからこれを直線の傾き
で表すことができ、市場価格と作物の費用との差が地代として表される。この地代を縦軸に
とれば、都市からの距離に応じた地代線を書くことができ、これを作物ごとの生産費に応じ
て切片を変化させれば、価格形成と土地形成の同時決定モデルを作ることができる。 
 話を都市に戻すと、上の図は都市内部構造モデルにおけるバージェスの同心円モデルのも
とになる分類図である。農業立地論と類似するように見えるが、農業がいかなる場合でも確
実に収益を生むのに対し、同心円モデルでは収益を生まないオフォスや住宅という存在がモ
デルを脆弱にしていると言える。また、地代のあり方が、グローバルマネーフローなど収益以
外の決定要因を含むようになったことで、このモデルが適応できるかどうかは不明である。 
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 上の図は、ウェーバーの工業立地論に関する図である。ウェーバーは、資源の不均等分布な
平面を前提とし、工業立地において最も加味される一般立地因子を費用に求めて議論を展開
した。当初、立地因子を経済的因子（費用因子）に求めた中で、さらに輸送費因子と労働費因
子（非輸送費因子）にそれを求めた。ここでは、市場も立地も点として捉えている。 
 輸送費指向においては、２つの原料産地から加工地までの原料輸送費と加工地から消費地
までの製品輸送費の和の最小となる点を最適立地とした。原料指数 MIを MI＝局地原料重量
/製品重量と設定し、MI＞１なら原料地指向、MI＜１なら消費地指向、MI≒１なら立地自由
と考えた。労働費指向においては、輸送費指向における輸送費極小点を基準に、そこからの移
転による労働費節約効果が移転による輸送費増加効果よりも大きい場合のみ生じると考え
た。労働係数 LC は、LC＝労働費指数/立地重量で定義されるが、ここで労働費指数は製品単
位重量あたりの人件費 PE、立地重量は MI＋1 であり、労働係数が大きいほど労働費指向が
強いことになる。上の図で L１と L２の労働費は P の労働費よりも同じだけ低いと仮定され
ており、その減ぜられる費用分だけ輸送費が上がる点の集合を臨界等費用線として表してい
る。この臨界等費用線より外に出ると移転による労働費節約効果が移転による輸送費増加効
果よりも小さくなってしまうので、この場合は L１への移転の方が適切だと言える。また、集
積についても述べており、各製品の輸送費極小点からの輸送費増加効果よりも集積による費
用節約効果の方が大きい場合に集積が生じると論じている。ここでも、集積による費用節約
効果で減ぜられる費用分だけ輸送費が上がる点の集合を臨界等費用線として考えれば、集積
対象の全製品の臨界等費用線内にあたる領域が存在すれば、そこが集積適地となりそこでは
規模の経済（スケールメリット）が働く。集積の指標として、加工係数 MC＝(PE＋ME)/(MI
＋1)が用いられ、ME は機械費のことを指し、加工係数が大きければ集積は生じやすい。 
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 上の図は、クリスタラーの中心地理論について説明したものである。クリスタラーは、人口
が規則的に分布し中央の大都市が所与された空間を前提とし、商圏を意識し財やサービスが
供給されない隙間を作らないような最少中心地立地について考えた。ここでは、市場を面、立
地を点として捉えている。クリスタラーは、中心地からの財やサービスの到達範囲を、基礎費
用と可変的な交通費の和に基づいて考え、このとき交通費は傾きを持つ直線によって表され
るから、その交点をもとに財の到達範囲の上限を求めることができる。また、成立閾として財
の到達範囲の下限を求めることができ、この間にある財の到達範囲がまさに超過利潤であり、
その最大化のために中心地立地を考える。 
 クリスタラーは、次に財やサービスの階次について考えた。高次の財やサービスはいわば
高級品で、少なく広い到達範囲を持っている。低次の財やサービスはいわば日用品で、多く狭
い到達範囲を持っている。ここでは、消費者が最も近い中心地を利用するという前提がある。
N km の到達範囲を持つ階次 N の財やサービスを考えたあとに階次 N−1 の財やサービスを
考えると、どうしても財やサービスが供給されない隙間が生じてしまう。そこを埋めるよう
にして新たな中心地ができ財やサービスが供給されるのである。これが、最少の数の中心地
で行われる状況について考えると、それが図のような六角形であるとクリスタラーは論じて
いる。この配置は補給原理の観点に基づいており、この場合中心地の階層について論じるこ
とができ、階層が下がるにつれ、数は 3 倍、財の到達範囲の上限は 1/√3 倍になる。他にも、
クリスタラーの中心地理論は交通原理や行政原理から中心地立地について説明している。 
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 上の図は、レッシュの経済地域論について説明したものである。レッシュは、中央の大都市
が所与の均質空間を前提とし、完全自由競争かつ自由参入のもとで各企業の利潤を最大化す
るとともに独立経済単位の最大化も目指す形での中心地立地を考えた。ここでは、市場を面、
立地を点として捉えている。 
 レッシュは始めに需要円錐を考えた。縦軸の価格は工場渡し価格 OP と輸送費 PF の和に
よって考えられ、価格に応じた数量に関する需要曲線が描ける。PF の価格は輸送費であるか
ら、これを横軸にとれば中心地からの距離とみなすこともできるので、横軸を中心地からの
距離、縦軸を数量とした需要円錐を描くことができ、底面の円が企業の需要領域と言える。 
 レッシュの考え方としては、この需要領域の円が、複数企業が並び立つ場合または新規企
業が参入する場合において、互いに削られることでどのように立地均衡するのかを考えた。
円の市場圏のままでは重複が生じるため、そこを削りあって均衡させると、六角形の均衡が
見られる。このときの市場圏は財の到達範囲の下限ということができる。 
 これらを多様なパターンにおいて検証しそれぞれを重ね合わせることによって、多様な中
心地システムを作ることができる。 
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 この図は、立地論を組み合わせた地域構造発展モデルである。クリスタラーとレッシュは
中心地の配置について議論したが、前者は財やサービスの供給範囲に言及しそれが隙間なく
行われるような最少中心地立地として六角形のモデルを提唱したのに対し、後者は企業の需
要円錐を考えることで企業の需要領域を設定しその中で利益の最大化をしつつも需要領域の
削り合いをしながら独立経済単位数を最大化する中心地立地として六角形のモデルを提唱し
た。この２人のモデルでは立地が点として捉えられていたが、チューネンは立地を面として
捉えており、地代に基づき土地利用が市場を中心に同心円状になる農業立地論を提唱した。
また、市場も立地も点として捉えたウェーバーの工業立地論では、まず最適立地を最小費用
立地に求める輸送費指向を考えた上で、そこからの移動費増加効果よりも労働費節約効果の
方が大きい場合に最適立地が移動する労働費指向と、そこからの移動費増加効果よりも集積
による費用節約効果の方が大きい場合に最適立地が移動する集積について、それぞれ考えた。 
 このモデルでは、新たに都市システム論についても考えている。これは中枢管理機能に着
目し、経済的中枢・政治的中枢・文化的中枢が「上から」配置されるという特徴を踏まえて、
都市をノードとしその関係をリンクとしてモデルにしている。クリスタラーは階層的モデル
を提示しており上図のようになるが、一方でプレッドは非階層的なモデルを提示している。
他にもネットワーク型のモデルなども提示されている。 

 



社会環境論 試験対策（図表対策Ⅱ） 
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 この図は企業における立地単位とそこにおけるフローについて説明した図である。従来の
立地論では、いかなる基準をもって立地するかという立地原理に着目してきた部分が強かっ
たが、現代立地論においては、立地原理のみならず、いかなる単位で立地を考えるかという立
地単位への着目も必要になっており、上図ではそれを明確に表している。立地単位に着目す
れば、R&Dと呼ばれる研究開発部門、マザー工場と呼ばれる主要工場、国内や海外の分工場
に分かれており、それぞれに対して立地を考える必要がある。また、立地単位を考えること
で、その間のフローについても考えることができる。フローについては、フローされるものの
問題を始めに考えれば、それが情報なのか知識なのか技術なのかによって立地に影響を与え
るということであり、考えるべき方向性や対策も変化するということである。また、フローの
規模・単位についても考えれば、各段階の工場同士のフローのみならず、工場間の経済や企業
組織全体におけるフローについても考えることができる。このように、上図は、現代立地論に
おける立地単位の導入とそれに伴うフローの考えについて明示している。 
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 上図は、産学官連携による地域イノベーションと地理的関係性について説明した図である。
地域内における産学官連携において地域イノベーションが創出されると考え、そこでは企業
の R&D部門が、「学」という知識ベースや「官」という行政組織のコーディネートのもとで、
イノベーションという形での研究開発を行い、その「知識」を地域外にフローしてゆくという
流れが作られている。ここで地理的関係性が特に強く出るのが産学関係であり、産業主体で
ある企業と知識ベースである「学」の間には産業集積の特性が見られやすい。そこに商工会議
所などの「官」が関与することで地域イノベーションが創出されてゆくと考えている。 
 右図では産業形態での産学官連携の形と地域イノベーションの課題について説明してい
る。産業形態で見たときに、サイエンス系では「学」への知識フローにより「学」からの起業
が見られると考えており経済圏としては広域範囲を想定している。ものづくり系では産学の
相互連携により企業の雇用拡大につながると考えており産業集積地域による共同連携が想定
されている。感性系とはいわゆるファッション業界などが想定されており都市で見られると
考えられているがここでも「学」からの起業が考えられている。地域イノベーションの課題と
しては、地域にそもそも資源がなく既存集積の固着性・過大性に伴う地域イノベーションへ
の障壁解消、知識フローの不足や産学官に加え地域との間のニーズやイノベーションシステ
ムに見られるギャップの是正、地域・広域領域・国際を見据えた戦略などが挙げられる。産学
官連携における様々な規模感でのフローの重要性とそれに伴う地理的関係のあり方について
上図は詳しく説明している。 
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 上の図は、ガスマンによるグローバル R&D組織の進化傾向を示した図である。この図にお
いて着目しているのは、R&D 組織が競争的か協力的か、R&D 組織が集権的か分散的か、こ
の２点であり、進化に伴いどのように推移していくのかを５つに類型化している。 
 最初の自民族中心集権的 R&Dは国内中心の競争関係を想定しており、そこから外国市場の
情報を手に入れるため地球中心集権的 R&Dに移行する。先端的イノベーション知識を海外に
求めるようになると開放的な R&Dハブモデルに移行し、競争力が強まり自主権も強まると統
合的 R&Dネットワークに移行する。多元的分散 R&Dは相乗効果を狙って統合的 R&Dネッ
トワークに移行することもあるが、最終的にはコスト調整の観点からやや集権的な R&Dに収
束すると考えられている。 
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 上の図は、多国籍企業による知識フローとそのネットワークに関する図である。知識移転
に関しては様々な規模が想定されており、上図では、多国籍企業内での実践ネットワーク、ロ
ーカルな規模での実践ネットワーク、各コミュニティ間での知識移転について示されている。 
 知識フローの空間スケールについては知識の類型化と大きく関係しており、その１つの類
型が形式知と暗黙知である。形式知はグローバルフローを形成する一方で、暗黙知は地理的
固着性が強いのが特徴である。上図で取り上げられているのはアーキテクチャー知識とコン
ポーネント知識である。企業外部からの知識獲得と企業内部の知識移転において、最もミク
ロな実践コミュニティが重要であることを踏まえた上で、企業内実践ネットワークで共有さ
れる移転困難なアーキテクチャー知識を、暗黙知と形式知が組み合わさったコンポーネント
知識と組み合わせることで移転可能と考えた。これにより、多国籍企業が競争力の源泉とな
る新たな知識を生み出せるということを示している。 
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 上の図は、松下電器グループによる製品別の研究開発体制の類型について表している。左
側がプラットフォームタイプ、右側が個別対応タイプである。プラットフォームタイプは主
に AV 製品が中心で、全社的に重要な研究開発課題になっており共通した製品プロジェクト
のもとで世界各地の研究開発部門の連携を通じ各地の知識を活用した効率的な研究開発が行
われてきた。松下電器グループの場合、中国対応の製品開発のため、中国の優秀人材をグロー
バルな製品プロジェクトに担わせるという意味合いが強かった。個別対応タイプは主に家庭
用電気機器が中心で、日本では獲得しにくい技術者を中国国内で確保し彼らに家庭用電気機
器市場の大きい中国でニーズに合うような形で技術面での知識を活用し日本の研究開発を補
完する意味合いが強かった。知識フローも、プラットフォームタイプのような拠点循環的フ
ローというよりも、日本から中国への一方的なフローが中心となった。ただし、両類型ともに
暗黙知の伝達が中心だったため、知識フローは人の往来という形が主であった。 
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 上の図は、バイオベンチャーのクラスターに関して示した図である。左図はバイオクラス
ターの世界的分布とその繋がりについて表している。バイオクラスターについては大学や公
的研究機関の存在だけでは成立せず、大学由来のベンチャーキャピタルの存在が重要となる。
ベンチャーキャピタルは、新興企業への資金投入や新興企業の経営支援などにおいて大きな
役割を果たし、それが企業・研究開発部門の競争を促したりアントレプレナーシップ（起業家
精神）を生み出したりするため、クラスターの形成にも大きく影響している。右図は、世界的
にも大きなバイオクラスターが存在するミュンヘンにおいて、新興バイオテクノロジー産業
が形成・発展する要因について図解したものである。新興企業に対する公的投資・アングロサ
クソン的な株主価値経営・出口戦略・規制緩和・銀行の影響力の低下などの要因が挙げられ、
ベンチャーキャピタルの投資と新興企業の形成の相互関係の中でクラスターが形成されてい
ることがわかる。殊にミュンヘンにおいては、資金調達以外にも既存の規制の緩和が重要な
意味を有していたことがわかる。 
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この図は立地調整論に関する図で、企業と地域との関係性を示したものである。企業ごとに
見れば、企業①の場合、大都市に本社工場があり国内の他地域や海外に分工場がある。企業②
の場合、大都市では大学との産学官連携に積極的で中規模の都市に本社工場を構えている。
そこでは産学官連携を行い産業集積も見られ企業城下町を形成している。海外に工場を増強
させたことで他地域にあった分工場を閉鎖し海外進出を強めていることがわかる。企業③の
場合、大都市に本社工場があるものの他地域の分工場に力を入れていることがわかる。地域
ごとに見れば、地域 A は企業①と③の本社が置かれ企業②は大学との産学官連携を積極的に
行っている。地域 B は企業②の企業城下町であり企業②の関連産業の集積が中心で企業①と
③の分工場は小規模である。地域 C は企業②の分工場が海外増強により閉鎖されたが企業③
の分工場が増強されている。企業①の分工場は小規模である。企業 Dは海外で企業②が特に
分工場の増強を図っている。企業の立地調整と地域の工場形態を同時に認識できる。 



 
２ 

 
この図は、複数企業・複数工場の立地類型について示したものである。市場分割・相互浸透型
は、鉄鋼などの輸送費が高い製品・製油など製品種類が少ない製品・ビールなど市場規模が大
きい製品にあてはまる。技術工程は概ね装置型でフットタイト型の工業のため、立地慣性が
大きく工程間の地域的結合性も強いことからコンビナートを形成することが多い。市場拡大
と不均等発展による追加的輸送費への対応からシェア獲得競争が如実化し地域間の相互浸透
が拡大・過剰な設備投資も少なくない。しかし、不況時にはそれが表面化しスクラップアンド
ビルドによる老朽化工場の閉鎖・新工場の設立も発生しやすい。工程間・製品間空間分業型
は、電機・自動車など輸送費が安く製品種類も多く製品の差別化も大きい製品にあてはまる。
技術工程は概ね組み立て型でフットルース型の工業のため、フレキシブル生産が可能で下請
け間とのリンケージが形成されることが多い。市場拡大によるシェア獲得競争で規模の経済
を意識しコスト削減を行うため、低賃金労働力の確保に努め工程間空間分業が進み、製品の
プロダクトサイクルやロジスティックスにおいてもフレキシブルに変更を行えるため、製品
別の分担関係の変化も容易に行いやすい。 



 
３ 

 
この図は、国内における立地調整について示したものである。左図は国内の大企業において
工場がどのように閉鎖されたかを類型化しており、機能集約のために行われた選択的閉鎖、
新規機能設立に伴い行われた移転閉鎖、単純な規模縮小による空洞化閉鎖が挙げられている。
右図は立地調整とその活用について示した図である。企業が工場の意味づけを、例えば製品
内容・コスト・生産性・周辺環境などから判断し、その上で立地調整を行う。立地調整の主な
パターンは新設・移転・閉鎖であり、ここに立地の変化はしないが内部変化を考慮する場合も
ある。新設は、時に政府や地方自治体による資金投入であるインキュベーションが行われる
こともある。工場新設の要因は、起業家精神の育成や企業のある部門が企業外に分離される
スピンオフなどが要因として挙げられ、検討課題は広がっている。移転は、前述の移転閉鎖が
主であり、特定地域への増強などが意図された場合に工場を移転させるケースなども多い。
閉鎖は前述の通りである。内部変化については、従業員・製品内容・工場機能・設備投資など
が指標になるが、例えば工場が特定地域に留まろうとする立地慣性や工場機能の面でのマザ
ーファクトリー化など、検討課題は多い。最後に、工場跡地の活用について、産業立地政策や
都市政策などの観点から、閉鎖工場を手放した場合は他社工場や都市的土地利用に転換され
るが、一方で継続して所有した場合は工場から研究開発拠点などへの機能転換もありうる。 



 
４ 

 
この図は、産業集積と地域との関係について考察したものである。上図はマーシャル型と呼
ばれ、地域内に多数の中小企業が存在しそれらが加工工程に関与している状況を示している。
中小企業が地域内に集積し地域内で加工工程が成立しているため、地域内分業が達成されて
おり垂直分割の状態が成立している。地域内で中核化した企業がある場合には、その成長を
域内にも波及しさらに域外との関係も強化できる可能性がある。中図はハブアンドスポーク
型と呼ばれ、局地的な中核大企業が中心にありその周囲に関連企業が存在する状況を示して
いる。いわゆる企業城下町であり、近年では大企業や地域の体質転換に伴う企業の海外移転
などで、関連企業の脱系列・自立化が求められ産学官連携なども進んでいる。下図はサテライ
ト型と呼ばれ、分工場進出型だが域内の企業間関係は希薄な状況を示している。これは、域外
の本社からの意思決定を受けているためであり、もはやこの地域における地域性を利用した
関係は薄くなっている。しかし、分工場が研究開発拠点化したりマザーファクトリー化した
りすることで、地域の中小企業との関係構築が図られる可能性もある。 



 
５ 

 
この図は、造船業における企業間関係の形態を示したものである。左は IHI 呉工場の企業間
関係で、原材料は本社で調達した上で艤装品は工場で調達しており、リスク回避の観点から
舶用メーカーも１部品に対し複数あり適宜入れ替えを実施している。東京での受注や商社に
よる受注がほとんどを占め地元船主との関係はほぼないことがわかり、垂直的支配関係が成
立している。右は今治造船の企業間関係で、船主間・舶用メーカー間・商社間・造船工場間で
無尽の会と呼ばれるインフォーマルな交流関係が構築されている。これら各無尽の会をまと
める企業間の無尽の会もあり、多様な主体で構成される人的ネットワークが構築されている。
このネットワークでは暗黙知的な粘着性の高い情報が共有されており、これが他地域に比し
た優位性である。IHI呉工場とは対照的に水平的・相互依存的協力関係が成立している。 



 
６ 

 
この図は、鉄道車両生産をめぐるサプライヤーシステムについて示したものである。鉄道部
品は購入品と外注品に分けられるが、前者のサプライヤーは企業数が少ないため調達の空間
的範囲も広くなり鉄道車両部品への経営影響が軽く対等な関係が構築されやすい。また鉄道
事業者のメンテナンスや信頼に対する意識の高さから、部品のメーカー選定に鉄道事業者が
直接介入することも多い。後者のサプライヤーはこの場合日立笠戸周辺に立地しており域内
ネットワークを構築し日立笠戸が主導で部品取引・部品分担を行っている。鉄道事業者から
の要望を受けた日立笠戸による設計原図が作成される貸与図形式という形式をとっている
が、サプライヤーの技術やノウハウを取り込む機会も設けられている。一方で、サプライヤー
も拡販や製品分野の多角化などによって経営安定の判断を行う自立経営を行っている。 



 
７ 

 
この図は、食品研究センターと米菓産業との産学協同の関係性の変化について示したもので
ある。食品研究センターと米菓産業の産学協同が進んだ背景には、製造工程における暗黙知
を形式知化することによる技術理論化とそれに伴う量産化・機械化・自動化・米菓の産業化を
推進したことが挙げられる。食品研究センター側も技術理論化したものを研修会などによっ
て伝達することで、米菓産業のイノベーションが普及したと考えられる。近年ではこの産学
協同の関係性が変化している。１つに食品研究センターの共同研究の対象が組合か個別企業
かの変化が挙げられ、これは米菓産業の発展により共通研究テーマが絞りづらく企業間競争
も激しいためである。もう１つに研修目的の変化が挙げられ、これは技術理論の普及が済ん
だ状況において今度は習得段階への人材育成が目的とされているためである。 



社会環境論 試験対策（図表対策Ⅳ） 

 
１ 

 
この図は、集積論の系譜について述べたものである。時代的に見れば古典的集積論と新産業
集積論に分類され、集積要因を費用・生産性・イノベーションのいずれに見るかによって分類
されている。ウェーバーは、輸送費指向に端を発しその増加以上の減少効果が見られる際の
労働費指向とそれが複数工場間で成り立つ際の集積・規模の経済について考察したが、新産
業集積論においては、例えばスコットの新産業空間論では、企業内部の取引費用を市場経由
の取引費用と比較した上で、企業内部の取引費用の方が大きければ垂直分割を行って集積し
小さければ垂直統合を行って分散すると唱えた。また、フレキシブル生産が空間的リンケー
ジ費用の縮小を求めて集積する傾向や地域労働市場への注目も行った。他にも、例えばスト
ーパーの新産業空間論では、企業の取引関係を質的に関係性資産という観点から分析するこ
とで集積について考察しようとした。 



 
２ 

 
この図は東京におけるコンテンツ産業と広告関連産業の立地に関するものである。コンテン
ツ産業も部門によって立地が異なり、ゲーム部門は都心周辺に立地しているのに対し、アニ
メ部門は郊外へ延びる鉄道路線沿いや都心外縁部に立地していることがわかる。広告関連産
業についても立地変化が見られ、かつては銀座などの都心中心に立地していたが、近年では
渋谷などに移転し、都心中心の中でも多少の立地変化が見られる。インターネット広告関連
企業が登場したことでの集積や、総合的サービスを目指した大手広告企業によるグループ企
業の整理・統合や地理的集積が主な構造変化であり、それが立地変化にも影響を与えている。 



 
３ 

 
この図は、広告関連産業における現状を示したものである。広告関連産業は近年停滞の傾向
にあるが、その媒体には多様性が見られ、近年では SP広告と呼ばれるスマートフォンでの広
告の割合が上昇している。広告関連産業における特化係数を都道府県別に見てみると、大都
市圏や広域中心都市で高い値を示しているものの、明らかに東京の特化係数が高いとわかる。 



 
４ 

 
この図は、上海における広告関連産業の集積について示したものである。中国における三極
は北京・上海・広東であるが、そのうち上海には 2000年代以降に広告関連産業の多国籍企業
が中国本社を置く形で参入し、上海は中国最大の広告関連産業集積地となっている。上海内
部を見てみると、都心では多国籍企業や大手の中規模企業、郊外では中小の零細企業が多く
を占めている。また、文化産業集積地区を整備したことでそこに立地する企業も少なくない。
賃貸料の増加や広告形態の変化により近年では都心からの転出も見られる。空間的リンケー
ジに着目すると、多国籍企業については世界規模のグローバルスケールの関係性と中国国内
のナショナルスケールの関係性の中で上海の位置付けを大きくしている。中規模企業につい
ては上海のローカルな関係性の中で積極的に交流を行っており、その中で中小零細企業との
交流も活発に行っている。人的ネットワークも、多国籍企業は多様なスケールで、中規模企業
もナショナルやローカルなスケールで構築されている。 



 
５ 

 
この図は、パブリックアートを中心とした芸術関連産業の取り組みについて示したものであ
る。都市の創造性を高めたり文化を象徴したりするものとしてパブリックアートを位置づけ、
それを活用した芸術関連の取り組みについて藤野町を例に挙げている。藤野町では芸術関連
の取り組みが年を追うごとに地理的に拡大していることがわかる。芸術にまつわる関係主体
については変化が見られ、当初は行政主体だったものの芸術家や地域住民との不十分な交流
などから乖離が生じたため、それを埋めるべく近年では芸術家団体や商工会が中心となって
取り組んでいる。創造都市論では、創造性を生み出しやすい環境の寛容と開放について言及
されているが、この取り組みにおけるパブリックアートの意味は公共性による発信性や芸術
としての象徴性と考えられ、藤野町が芸術のまちとして確立される可能性を持つという意味
でも地域活性化に貢献するものだとも考えられる。 



 
６ 

 
この図は、映画ロケ地の選定に関して示したものである。映画のロケ地選定においては、制作
側は、映画に必要な画が撮れるか・予算ができるだけ抑えられるか・画を撮るにあたって規制
に抵触しないか又は許可がとれるかの３点が主に重要となる。一方、ロケを受け入れる側と
しては、それらの条件がよりクリアな方がロケ地に選定されやすくなるため、フィルムコミ
ッションと呼ばれるロケ支援事業がいかに機能するかが重要となる。FCは全国に存在してい
ることがわかる。FCの貢献可能性としては、画の面では多様なロケ地の可能性の提示、予算
の面ではエキストラ確保やロケ地探索期間の短縮、許可の面では円滑な撮影交渉などが挙げ
られる。このような FCの取り組みが次のロケ地選定にも寄与するため、FCの取り組みを増
強することでロケ地選定の面での好循環や地域経済への好影響をもたらすと考えられる。 



 
７

 
 
この図は映画産業の世界展開について表したものである。世界的に映画産業は集積が進んで
いる。日本でも東京への一極集中が進み、世界でもハリウッドへの集積が進んでいる。そして
それらを中心に外部でロケを行うという形態が主流である。しかし、日本では地方でのロケ、
世界ではグローバルな地域でのロケが行われ、それが繰り返されることで、ロケ地での映画
産業集積が進むこともある。また、CG技術が進んだことでサテライト型の映画産業集積地域
が生じるケースも近年では見られている。 



社会環境論 試験対策（用語対策） 

 
問題：以下にあげる複数の言葉の組み合わせに関して、それらの言葉同士の関係性（同義対義等）にも留意し、
その言葉やその組み合わせにまつわる話題について説明しなさい。（太字は過去出題歴あり・一部内容は省略） 
１ 農業立地論と都市内部構造モデル 
農業立地論はチューネンが唱えた理論である。大都市を中心とした豊度が一定の均質空間を前提として、都
市からの距離に応じた農業経営方式の配列を、地代線の交差を利用して考えたものである。ここでは、市場
を点、立地を面として捉えている。作物の費用は生産費と輸送費の和によって表され、輸送費が可変費用で
あるからこれを直線の傾きで表すことができ、市場価格と作物の費用との差が地代として表される。この地
代を縦軸にとれば、都市からの距離に応じた地代線を書くことができ、これを作物ごとの生産費に応じて切
片を変化させれば、価格形成と土地形成の同時決定モデルを作ることができる。この話を都市に応用させた
のが都市内部構造モデルで、バージェスの同心円モデルのもとになる分類図である。農業立地論と類似する
ように見えるが、農業がいかなる場合でも確実に収益を生むのに対し、同心円モデルでは収益を生まないオ
フォスや住宅という存在がモデルを脆弱にしていると言える。また、地代のあり方が、グローバルマネーフ
ローなど収益以外の決定要因を含むようになったことで、このモデルが適応できるかどうかは不明である。 
２ 立地条件と立地因子 
立地条件とは、市場や労働力など、立地主体に対し他の場所とは違った影響を及ぼす性質や状態のことで、
立地因子とは、収入や輸送費など、立地主体が立地決定の際に評価対象とし場所の差異もある要素である。 
３ 輸送費指向と労働費指向と集積 
ウェーバーの工業立地論に関する用語である。ウェーバーは資源の不均等分布な平面を前提とし、工業立地
において最も加味される一般立地因子を費用に求めて議論を展開した。当初、立地因子を経済的因子（費用
因子）に求めた中で、さらに輸送費因子と労働費因子（非輸送費因子）にそれを求めた。ここでは、市場も
立地も点として捉えている。輸送費指向においては、２つの原料産地から加工地までの原料輸送費と加工地
から消費地までの製品輸送費の和の最小となる点を最適立地とした。原料指数 MIを MI＝局地原料重量/製
品重量と設定し、MI＞１なら原料地指向、MI＜１なら消費地指向、MI≒１なら立地自由と考えた。労働費
指向においては、輸送費指向における輸送費極小点を基準に、そこからの移転による労働費節約効果が移転
による輸送費増加効果よりも大きい場合のみ生じると考えた。労働係数 LC は、LC＝労働費指数/立地重量
で定義されるが、ここで労働費指数は製品単位重量あたりの人件費 PE、立地重量は MI＋1 であり、労働係
数が大きいほど労働費指向が強いことになる。また、集積については、各製品の輸送費極小点からの輸送費
増加効果よりも集積による費用節約効果の方が大きい場合に集積が生じると論じている。集積による費用
節約効果で減ぜられる費用分だけ輸送費が上がる点の集合を臨界等費用線として考えれば、集積対象の全
製品の臨界等費用線内にあたる領域が存在すれば、そこが集積適地となりそこでは規模の経済（スケールメ
リット）が働く。集積の指標として、加工係数 MC＝(PE＋ME)/(MI＋1)が用いられ、ME は機械費のこと
を指し、加工係数が大きければ集積は生じやすいことになる。 
４ クリスタラーとレッシュ 
クリスタラーの中心地理論は、人口が規則的に分布し中央の大都市が所与された空間を前提とし、商圏を意
識し財やサービスが供給されない隙間を作らないような最少中心地立地について考えた。ここでは、市場を



面、立地を点として捉えている。クリスタラーは、中心地からの財やサービスの到達範囲を、基礎費用と可
変的な交通費の和に基づいて考え、このとき交通費は傾きを持つ直線によって表されるから、その交点をも
とに財の到達範囲の上限を求めることができる。また、成立閾として財の到達範囲の下限を求めることがで
き、この間にある財の到達範囲がまさに超過利潤であり、その最大化のために中心地立地を考える。クリス
タラーは、次に財やサービスの階次について考えた。高次の財やサービスはいわば高級品で、少なく広い到
達範囲を持っている。低次の財やサービスはいわば日用品で、多く狭い到達範囲を持っている。ここでは、
消費者が最も近い中心地を利用するという前提がある。N km の到達範囲を持つ階次 N の財やサービスを
考えたあとに階次 N−1 の財やサービスを考えると、どうしても財やサービスが供給されない隙間が生じて
しまう。そこを埋めるようにして新たな中心地ができ財やサービスが供給されるのである。これが、最少の
数の中心地で行われる状況について考えると、それが図のような六角形であるとクリスタラーは論じてい
る。この配置は補給原理の観点に基づいており、この場合中心地の階層について論じることができ、階層が
下がるにつれ、数は 3 倍、財の到達範囲の上限は 1/√3 倍になる。他にも、クリスタラーの中心地理論は交
通原理や行政原理から中心地立地について説明している。レッシュの経済地域論は、中央の大都市が所与の
均質空間を前提とし、完全自由競争かつ自由参入のもとで各企業の利潤を最大化するとともに独立経済単
位の最大化も目指す形での中心地立地を考えた。ここでは、市場を面、立地を点として捉えている。レッシ
ュは始めに需要円錐を考えた。縦軸の価格は工場渡し価格 OP と輸送費 PF の和によって考えられ、価格に
応じた数量に関する需要曲線が描ける。PF の価格は輸送費であるから、これを横軸にとれば中心地からの
距離とみなすこともできるので、横軸を中心地からの距離、縦軸を数量とした需要円錐を描くことができ、
底面の円が企業の需要領域と言える。レッシュの考え方としては、この需要領域の円が、複数企業が並び立
つ場合または新規企業が参入する場合において、互いに削られることでどのように立地均衡するのかを考
えた。円の市場圏のままでは重複が生じるため、そこを削りあって均衡させると、六角形の均衡が見られる。
このときの市場圏は財の到達範囲の下限ということができる。これらを多様なパターンにおいて検証しそ
れぞれを重ね合わせることによって、多様な中心地システムを作ることができる。 
（クリスタラーとレッシュは中心地の配置について議論したが、前者は財やサービスの供給範囲に言及し
それが隙間なく行われるような最少中心地立地として六角形のモデルを提唱したのに対し、後者は企業の
需要円錐を考えることで企業の需要領域を設定しその中で利益の最大化をしつつも需要領域の削り合いを
しながら独立経済単位数を最大化する中心地立地として六角形のモデルを提唱した。） 
５ 中心地理論と都市システム論 
クリスタラーの中心地理論では、中心地の配置について、財やサービスの供給範囲に言及しそれが隙間なく
行われるような最少中心地立地として六角形のモデルが提唱された。都市システム論では、中枢管理機能に
着目し、経済的中枢・政治的中枢・文化的中枢が「上から」配置されるという特徴を踏まえて、都市をノー
ドとしその関係をリンクとしてモデルにしている。クリスタラーは階層的モデルを提示しているが、一方で
プレッドは非階層的なモデルを提示している。他にもネットワーク型のモデルなども提示されている。 
６ 立地原理と立地単位 
立地原理とは、いかなる基準をもって立地するかという基準のことで、立地単位とは、いかなる単位で立地
を考えるかという基準のことで、例えばマザーファクトリーや分工場といった基準がそれに該当する。現代
立地論においては、立地原理に加え立地単位やそこにまつわるフローなどへの言及が課題となっている。 
７ 形式知と暗黙知 



形式知とは理論化・マニュアル化されて成型された知識で世界中を駆け巡るためグローバルフローに関係
するが、暗黙知とは経験や職人感覚などの地理的固着性の高い知識で地域イノベーションに関係する。産業
としての確立に際しては、暗黙知を形式知化することでフロー可能で残る知識にすることが重要である。 
８ プロダクトサイクル論と相互浸透論 
バーノンのプロダクトサイクル論は、新製品の研究開発→製品市場の確立や製品保護政策の確立→製品の
低賃金労働力での製造という製品の流れの中で、国際分業が進むという考え方である。最初は外部経済が重
要視されるが、製品の成長段階においては規模の経済が重要となり、成熟段階ではコストが重要視される。
ハイマーの相互浸透論は、ある先進国企業の優位性による別の先進国への浸透とその対抗としての企業の
浸透が相互的に発生するという理論である。先進国での企業参入を組織論的に考えたものである。 
９  共通タイプとプラットフォームタイプと個別対応タイプ 
共通タイプは主に DVD などグローバルスタンダード製品で、どの国や地域で研究開発を行っても差し障り
ないと考えられている。世界中の拠点を視野に入れながら、工程ごとに最適だと思われる地域で研究開発し
製品を作り上げている。プラットフォームタイプは主に AV 製品が中心で、全社的に重要な研究開発課題に
なっており共通した製品プロジェクトのもとで世界各地の研究開発部門の連携を通じ各地の知識を活用し
た効率的な研究開発が行われてきた。個別対応タイプは主に家庭用電気機器が中心で、日本では獲得しにく
い技術者を中国国内で確保し彼らに家庭用電気機器市場の大きい中国でニーズに合うような形で技術面で
の知識を活用し日本の研究開発を補完する意味合いが強かった。知識フローも、プラットフォームタイプの
ような拠点循環的フローというよりも、日本から中国への一方的なフローが中心となった。 

10  HBE と HBA 
HBE とは本社が海外の生産設備の支援を行う形式のことで、HBA とは本社が本国での研究強化を図るため
に現地の知識を活用する形式のことである。HBE は市場や海外工場の近くに立地しやすく知識フローや形
式知が重要となるが、HBA は研究機関の近くに立地しやすく地域イノベーションや暗黙知が重要となる。 

11  知識ベースと地域イノベーション 
知識ベースは知識のフローが重要視された考え方で、海外拠点を重要視する多国籍企業などで形式知によ
る知識フローが必要となる場合の考え方である。地域イノベーションは地域に根差した知識が重要視され
た考え方で、国内の研究設備を重要視する多国籍企業などで地理的固着性の高い暗黙知が必要となる場合
の考え方である。後者の場合は産学官連携などで地域の効果が生かされる場合も多い。これら２つは決して
対立するものではなく、多国籍企業においては、ミクロな地域レベルでのイノベーションやそこで共有され
る暗黙知的な知識を重要視しつつ、それを形式知化またはコンポーネント知識化することによってフロー
可能な形とし知識ベースの展開ができるようにすることで、新知識が生まれ競争力が高まると考えられる。 

12  アーキテクチャー知識とコンポーネント知識 
アーキテクチャー知識は企業内実践ネットワークで共有される移転困難な知識で暗黙知的な要素が強いが、
コンポーネント知識は暗黙知と形式知が組み合わさった知識で、多国籍企業においてはアーキテクチャー
知識のコンポーネント知識化により知識フローが可能となり競争力の源泉の新知識が生み出せると考えた。 

13  サッセンとサクセニアン 
サッセンは、多国籍企業の進出国から母国の都市への低賃金労働者の移動メカニズムについて明らかにし、
サクセニアンは、エスニックネットワークが国際還流に影響し移民出身国での産業集積に関わると唱えた。 

14  大都市型と企業城下町型と分工場型 



これは企業との関係で捉えた地域類型である。大都市型は、企業の本社が置かれたり企業と大学の産学官連
携が積極的に行われたりする地域である。企業城下町型は、特定企業の本社とその関連産業の集積が中心と
なっているような地域である。分工場型は、ある企業の分工場が増強されているような地域である。 

15  市場分割・相互浸透型と工程間・製品間空間分業型 
市場分割・相互浸透型は、鉄鋼などの輸送費が高い製品・製油など製品種類が少ない製品・ビールなど市場
規模が大きい製品にあてはまる。技術工程は概ね装置型でフットタイト型の工業のため、立地慣性が大きく
工程間の地域的結合性も強いことからコンビナートを形成することが多い。市場拡大と不均等発展による
追加的輸送費への対応からシェア獲得競争が如実化し地域間の相互浸透が拡大・過剰な設備投資も少なく
ない。しかし、不況時にはそれが表面化しスクラップアンドビルドによる老朽化工場の閉鎖・新工場の設立
も発生しやすい。工程間・製品間空間分業型は、電機・自動車など輸送費が安く製品種類も多く製品の差別
化も大きい製品にあてはまる。技術工程は概ね組み立て型でフットルース型の工業のため、フレキシブル生
産が可能で下請け間とのリンケージが形成されることが多い。市場拡大によるシェア獲得競争で規模の経
済を意識しコスト削減を行うため、低賃金労働力の確保に努め工程間空間分業が進み、製品のプロダクトサ
イクルやロジスティックスにおいてもフレキシブルに変更を行え、製品別の分担関係の変化も容易である。 

16  マーシャル型とハブ・アンド・スポーク型とサテライト型 
マーシャル型は地域内に多数の中小企業が存在しそれらが加工工程に関与している状況を示している。中
小企業が地域内に集積し地域内で加工工程が成立しているため、地域内分業が達成されており垂直分割の
状態が成立している。地域内で中核化した企業がある場合にはその成長を域内にも波及しさらに域外との
関係も強化できる可能性がある。ハブアンドスポーク型は局地的な中核大企業が中心にありその周囲に関
連企業が存在する状況を示している。いわゆる企業城下町であり近年では大企業や地域の体質転換に伴う
企業の海外移転などで、関連企業の脱系列・自立化が求められ産学官連携も進んでいる。サテライト型は分
工場進出型だが域内の企業間関係は希薄な状況を示している。これは域外の本社からの意思決定を受けて
いるためであり、もはやこの地域における地域性を利用した関係は薄くなっている。しかし、分工場が研究
開発拠点化したりマザー工場化したりすることで、地域の中小企業との関係構築が図られる可能性もある。 

17  スクラップ・アンド・ビルドと立地慣性 
例えば造船業で考えると、造船業が労働集約的で大都市ではコストかかることから、旧工場を閉鎖しより高
効率な新工場を近隣に新設するスクラップアンドビルドの動きが進んでいると言うことができる。さらに
同様の観点から、大都市から瀬戸内地域への工場の移転も進んでいる。しかし一方で、高い技術力が要され
る舶用工業の工場については、暗黙知的技術による地理的固着性や開発投資・大規模施設の観点から、たと
え造船工場の瀬戸内移転が進んでも立地慣性が働き阪神地域に留まっている傾向が見られる。スクラップ
アンドビルドによる統廃合が進む業種もある一方で、立地慣性が働き工場が留まる業種も存在する。 

18  スプリンタリングと起業家精神 
企業新設に対する考え方を示した用語である。大企業支配の強い地域環境では新企業が生じにくく小企業
林立の地域環境では新企業が生じやすいことを踏まえ、既存企業から離れて独立する経営者が生まれる条
件として小企業の存在に注目したのがスプリンタリングである。他にも企業新設に関わる条件として起業
家精神（アントレプレナーシップ）があり、これは研究開発情報へのアクセスや大学への立地の良さなどが
関与していると考えられる。 

19  スピンオフとインキュベーション 



スピンオフとは、企業がその一部を組織外部に分離することである。広義的に考えれば、企業での知識を活
用し社員が独立して企業を創業することである。このような創業企業が大規模化しそこからスピンオフが
発生するとスピンオフ連鎖ということになる。スピンオフが起こるための条件として、スピンオフ企業が成
長するための環境整備・資金投入などのインキュベーション要素を考慮することが必要である。 
※ 17-19 を造船業と絡めつつ解説 
造船業の工場については、労働費や土地コストの観点から、大都市圏の旧工場が閉鎖され瀬戸内などのより
高効率な新工場への機能集積が進むスクラップアンドビルドが行われたが、高技術の舶用工業の工場につ
いては、暗黙知的知識や施設規模の観点から立地慣性が働き工場が留まることも多かった。造船業について
は不振が続いたため、スピンオフによる部門分離・新規創業が進められた。スピンオフ企業は、大抵の場合
元の企業とは取引を持たなかったものの、人材の地理的観点から立地慣性がはたらくことも多かった。スピ
ンオフの発生は、母体企業への不信感や母体企業の経営転換のみならず、小規模企業の数に着目したスプリ
ンタリングや起業家精神などの要因も大いに考えられる。スピンオフ企業は、大規模化するとスピンオフ連
鎖を引き起こすものの、取引・人材などの面で不振の場合も多かった。スピンオフ企業が長期的に安定し、
スピンオフが発生するためにも、環境整備・資金提供などのインキュベーション要素も重視すべきである。 

20  創造都市論と新産業空間論 
創造都市論では、フロリダは創造的階級に着目し創造性を生み出しやすい環境の寛容と開放について言及
し、ランドリーは文化に重点を置いた創造的都市づくりに着目した。新産業空間論では、スコットは企業内
部の取引費用を市場経由の取引費用と比較した上で、企業内部の取引費用の方が大きければ垂直分割を行
って集積し小さければ垂直統合を行って分散すると唱えた。加えて、フレキシブル生産が空間的リンケージ
費用の縮小を求めて集積する傾向や地域労働市場への注目も行った。ストーパーは企業の取引関係を質的
に関係性資産という観点から分析することで集積について考察しようとした。 

 
























